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1. はじめに 

 著者らは、一般廃棄物最終処分場の耐震性の向上、埋立容量消費量の削減、有害物質の溶出抑制、跡地の早期利

用及び高度利用を図ることを目的に、石炭灰固化技術である超流体化工法 1）を応用して一般廃棄物焼却残渣を埋立

処分する「廃棄物固化式処分システム」の構築を目指し、一般廃棄物焼却残渣固化体の配合、性状、耐久性に関す

る研究を行ってきた 2),3),4)。本研究では、新たに混和材の添加率の異なる焼却残渣固化供試体を作製し、その強

度特性、環境安全性及び減容効果を比較し、検討した。 

2. 方法 

(1)固化供試体の作製  F市 R 清掃工場で採取した一般廃棄物焼却灰（粒径 9.5 mm以下）及びキレート処

理された飛灰を試料とした。焼却灰及び飛灰にセメント（高炉セメント B）、水及び混和材（石炭灰フライア

ッシュ）を添加し、超流体工法により焼却残渣固化供試体を作製した。ここでは、粉体（焼却灰、飛灰、セ

メント及び混和材）の混合割合を固定した。表-1に固化体の粉体混合割合を示す。固化体 A、B及び Cは混

和材の添加率が異なる。 

(2) 固化体の強度特性 固化体の強度特性として、圧縮強度（JIS A 1108）、及び細孔分布（水銀圧入式細孔分

布測定法）を測定した。 

(3) 固化体の環境安全性 焼却灰、飛灰及び固化体に含まれる重金属の溶出特性を把握するため、含有量試験

（JLT19）及び溶出試験（JIS K 0058-1）を行った。焼却灰及び飛灰は粗砕試料、固化体は供試体有姿で溶出試

験を行った。また、固化体の雨水浸透抑制効果を考察することを目的に、透水試験（JIS A 1218）を行った。 

(4)固化による減容効果 F 市 F 処分場において、

水置換法による現場密度試験（JGS 1612）を実施

した。現行の処分場と焼却残渣固化供試体の埋立

密度から両者の埋立容量消費量を算出した。この

結果を比較し、セメント固化による埋立焼却残渣

の減容効果を検討した。 

3. 試験結果 

(1) 固化体の強度特性 図-1 に固化体（材齢 28

日）の圧縮強度と細孔分布を示す。混和材添加率

が増加するにつれ圧縮強度も同様に増加する傾向

がみられた。コンクリート分野における細孔径

50nm 以上の細孔割合と圧縮強度に相関性がある

という知見 5)を参考にこれらの細孔径50nm以上に

おける細孔割合と圧縮強度の関係を調べた。次に、

図-2に焼却残渣固化供試体の圧縮強度の経時変化 図-1 固化体(28 日)の圧縮強度と細孔分布 

表-1 固化体の粉体混合割合 
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を示す。混和材添加率が増加するにつれ、経過日数が長

くなるとともに圧縮強度の伸び率が増加する傾向がみ

られた。 

(2) 固化体の環境安全性 図-3 に鉛の含有量及び溶出

量を示す。焼却残渣の含有量及び溶出量は、固化体中の

焼却灰及び飛灰の配合割合から加重平均をとったもの

である。焼却残渣の溶出量（0.35,0.31,0.28mg/L）に対

して、固化体の溶出量（0.073,0.051,0.033mg/L）は約 1/8

～1/5 となり、固化による大幅な溶出抑制効果が確認さ

れた。固化体の透水係数を測定したところ、それぞれ

3.9×10
-8、1.46×10

-8及び 8.1×10
-9 

cm/sであった。透水係数

が 10
-7 

cm/sの地盤は実質不透水と評価される 6)。固化式

処分場では実質的に雨水の浸透は生じず、浸透水は主に

焼却残固化盤の表流水になると想定される。 

(3)固化による減容効果 図-4 に現行の処分場と焼却残

渣固化供試体の埋立密度から算出した両者の埋立容量

消費量を示す。水置換法によって与えられた現行処分場

の埋立密度に覆土(20%)を考慮した 80%の値の逆数を現

行処分場の埋立容量消費量（0.98）とし、それに対して、

固化体中に含まれる焼却灰及び飛灰のである固化体の

埋立容量消費量（0.75,0.77,0.80）は、18.4～23.5％の減容

化効果が得られることが確認された。 

4. 結論 

 細孔分布と圧縮強度の相関性が確認され混和材の配合

による細孔量の減少が確認できた。セメント添加率や細

孔量の調整により所定の強度の固化体の作成が可能と考

えられる。また、固化体の圧縮強度は約 5～15 N/mm
2であり、混和材の配合により増加することが確認され

た。また、固化による重金属の大幅な溶出抑制効果が確認され、固化処分の環境安全性の高さが示された。

減容効果を得るため、混和材の配合を必要最小限に抑える必要がある。混和材の配合による減容化率の低下

は無視できない値であるため、長期強度や長期耐久性を研究し、有用性の検討が必要である。 
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図-4 埋立容量消費量 

図-2 固化体の圧縮強度の経時変化 

図-3 固化体の鉛含有量と溶出量 
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